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令和６年度普通会計決算見込みのポイント


※詳細は３頁以降参照

	➢ 実質収支(注)は２０３億円となり、１７年連続の黒字。決算規模は歳入・歳出とも縮小。（一般会計の実質収支は１４５億円の黒字。）
[bookmark: _Hlk171351317]➢ 歳入は、企業業績が堅調に推移していることによる法人二税の増などにより、府税収入は過去最高額となったが、制度融資預託金返還金や国庫支出金の減などにより、全体としては４１５億円の減。
➢ 歳出は、人件費や社会保障関係経費など義務的経費は増となったが、制度融資預託金の減などにより、全体としては４５６億円の減。


（注）実質収支は、歳入総額から歳出総額及び翌年度へ繰越すべき財源を除いたもの。
※　単位未満は、四捨五入を原則としたため、合計と内訳が一致しない場合がある。
１　決算収支

　　　　　　　　　　実質収支　２０３億円


	
	歳入総額 (A)
	歳出総額 (B)
	翌年度へ繰越
すべき財源 (C)
	実質収支
(A)-(B)-(C)

	R6
	3兆3,170億円
	3兆2,800億円
	167億円
	203億円

	R5
	3兆3,584億円
	3兆3,256億円
	173億円
	155億円

	R4
	3兆9,426億円
	3兆8,953億円
	239億円
	234億円

	R3
	4兆6,869億円
	4兆6,348億円
	208億円
	313億円

	R2
	3兆7,894億円
	3兆7,335億円
	209億円
	350億円


[image: ]
【参考】令和６年度一般会計決算見込みの概要
　○歳入総額　　３兆２，３３４億円（対前年度比　▲２５９億円、▲０．８％）
　○歳出総額　　３兆２，０８９億円（　　同　　　▲２４９億円、▲０．８％）
　○実質収支　　　　　　１４５億円（　　同　　　　　　＋１２億円）
　　　⇒ 財政運営基本条例に基づき財政調整基金に編入する。






◆ 財政調整基金年度末残高
（単位：億円）
	
	H27
	H28
	H29
	H30
	R1
	R2
	R3
	R4
	R5
	R6

	年度末残高
	1,602
	1,479
	1,475
	1,489
	1,562
	1,706
	2,037
	2,171
	2,262
	2,396

	
	積立額
	19
	27
	11
	14
	73
	144
	331
	134
	91
	133

	
	
	うち編入
	19
	27
	11
	14
	25
	144
	165
	134
	91
	133

	
	取崩額
	30
	150
	15
	
	
	
	
	
	
	


　　　※R3以降については、後年度の普通交付税算定における是正等対応のための一時的な積立分を除く。１



　　　　　　　　３兆３，１７０億円（対前年度比　▲４１５億円、▲１．２％）２　歳　入

	（１）府税　
	１兆５，９１６億円
	（対前年度比
	＋１，１３５億円、
	＋７．７％）

	・法人二税
	５，５６２億円
	（　　同
	＋４７３億円、
	＋９．３％）

	・地方消費税
	４，８６８億円
	（　　同
	＋５１６億円、
	＋１１．８％）

	
	
	
	
	

	（２）地方譲与税　
	１，９４６億円
	（　　同
	＋２３９億円、
	　＋１４．０％）

	・特別法人事業譲与税
	１，９０６億円
	（　　同
	＋２４０億円、
	＋１４．４％）

	
	
	
	
	

	（３）地方交付税等　
	３，８６４億円
	（　　同
	▲２０２億円、
	　▲５．０％）

	・地方交付税
	３，６７２億円
	（　　同
	＋２７２億円、
	＋８．０％）

	・臨時財政対策債　
	１９２億円
	（　　同
	▲４７５億円、
	▲７１．２％）

	
	
	
	
	

	（４）その他（大きな増減のあったもの）　
	
	
	

	・制度融資預託金返還金
	５，１３２億円
	（　　同
	▲９７８億円、
	▲１６．０％）

	・新型コロナウイルス感染症
緊急包括支援交付金
	　　　３８億円
	（　　同
	▲５５５億円、
	▲９３．６％）

	
	
	
	
	


[image: ]◆構成比
 

　　　　　　　　３兆２，８００億円（対前年度比　▲４５６億円、▲１．４％）３　歳　出

	（１）人件費　
	６，９７２億円
	（対前年度比
	＋３９０億円、
	＋５．９％）

	
	
	
	
	

	（２）公債費　
	３，６４９億円
	（　　同
	▲１８９億円、
	　▲４．９％）

	
	
	
	
	

	（３）投資的経費　
	２，０２７億円
	（　　同
	＋１４２億円、
	＋７．５％）

	
	
	
	
	

	（４）補助費等
	１兆１，５０１億円
	（　　同
	＋４９億円、
	＋０．４％）

	・新型コロナウイルス感染症
対策事業費
	０．１億円
	（　　同
	▲４０１億円、
	▲１００．０％）

	・万博推進局運営費負担金　
	２９８億円
	（　　同
	＋２２６億円、
	＋３１１．０％）

	・障がい者自立支援給付費等
負担金
	８５５億円
	（　　同
	＋１２３億円、
	＋１６．８％）

	・地方消費税交付金
	２，２６８億円
	（　　同
	＋１１１億円、
	＋５．１％）

	
	
	
	
	

	（５）その他（大きな増減のあったもの）
	
	
	

	・制度融資預託金
	５，１３２億円
	（　　同
	▲９７８億円、
	▲１６．０％）



[image: ]◆構成比２
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〔別　紙〕

· 単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差等が一致しない場合がある。

１　決算規模及び決算収支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[image: ]



２　歳　　入　
[image: ]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※ 地方交付税等は、地方交付税と臨時財政対策債の合計。


・府税	企業業績が堅調に推移していることによる法人二税の増などにより、増となっている。

・地方譲与税	特別法人事業税（国税）の増による特別法人事業譲与税の増などにより、増となっている。

・地方交付税	給与改定費の皆増などにより、増となっている。

・国庫支出金	新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の減などにより、減となっている。

・地方債	臨時財政対策債の減などにより、減となっている。

・諸収入	制度融資預託金返還金の減などにより、減となっている。

・その他	地方特例交付金の増などにより、増となっている。


３
　（　ｎ

３　歳　　出

（１）主な性質別内訳
[image: ]
 

















・人件費	給与改定の実施や定年年齢の段階的引上げによる退職手当の増などにより、増となっている。

・扶助費　　 社会保障関係経費などは増となっているが、新型コロナウイルス感染症検査事業費の減などにより、全体としては減となっている。

・公債費	元金償還金の減などにより、減となっている。

・投資的経費	安威川ダム建設事業費の減などにより公共事業の減となっているが、新大学学舎整備事業費の増など府単独事業は増となり、全体としては増となっている。

・補助費等	新型コロナウイルス感染症対策費などは減となっているが、社会保障関係経費や税関連歳出などの義務的経費や万博推進局運営費負担金などは増となり、全体としては増となっている。

・貸付金	制度融資預託金の減などにより、減となっている。

・積立金	財政調整基金積立金やＧＩＧＡスクール構想加速化基金積立金の増などにより、増となっている。

・その他	新型コロナウイルス感染症対策費の減などにより、減となっている。

[image: ]（２）主な目的別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


４

４　主な財政分析指標等

（１）財政力指数　：前年度に比べて０．０２ポイント改善し、０．７５となった。
	
	R2
	R3
	R4
	R5
	R6

	大　　阪　　府
	0.79
	0.75
	0.74
	0.73
	0.75

	全都道府県平均
	0.52
	0.50
	0.49
	0.49
	―




（２）経常収支比率　：前年度に比べて１．０ポイント改善し、９６．４％となった。
	
	R2
	R3
	R4
	R5
	R6

	大　　阪　　府
	100.8%
	87.1%
	102.2%
	97.4%
	96.4%

	全都道府県平均
	94.4%
	87.3%
	92.6%
	92.5%
	―



　　・　経常一般財源の収入総額（比率算定式の分母）は、府税収入や地方譲与税の増などにより、６．１ポイント改善した。
　　・　経常的経費に充当された一般財源（比率算定式の分子）は、人件費や社会保障関係経費の増などにより、５．１ポイント悪化した。


（３）地方債現在高　：普通会計ベースでは、府債の元金償還が新規発行を上回ったため、前年度末に比べて２，２３８億円減少した。
	
	令和６年度末
	増　減　額
	増　減　率
	令和５年度末
	増　減　率

	地方債現在高〔普通会計〕
	4兆4,893億円
	▲2,238億円
	▲4.7%
	4兆7,131億円
	▲4.5%

	
	府民一人当たり現在高
	512,322円
	▲25,633円
	▲4.8%
	537,955円
	▲4.4%

	全都道府県地方債現在高
	―
	―
	―
	84兆7,319億円
	▲1.6%

	
	国民一人当たり現在高
	―
	―
	―
	678,479円
	▲1.2%


（※）普通会計ベースでは、決算統計のルールとして満期一括償還地方債の償還財源に充てるため、減債基金に積み立てた額は地方債残高から除い
ている。
（※）「府民一人当たり現在高」は、地方債現在高〔普通会計〕を４月１日現在の大阪府毎月推計人口で除したもの。
「国民一人当たり現在高」は、全都道府県地方債現在高の合計を１月１日現在の住民基本台帳人口で除したもの。


　　　≪参　考≫　全会計の地方債現在高
	
	令和６年度末
	増　減　額
	増　減　率
	令和５年度末
	増　減　率

	地方債現在高〔全会計〕
	5兆7,168億円
	▲2,013億円
	▲3.4%
	5兆9,182億円
	▲3.0%

	
	(参考)府民一人当たり現在高
	652,407円
	▲23,089円
	▲3.4%
	675,496円
	▲2.9%

	
	うち　臨時財政対策債等
	3兆2,190億円
	 ▲1,406億円
	▲4.2%
	3兆3,596億円
	▲2.9%

	
	うち　その他
	2兆4,978億円
	▲607億円
	▲2.4%
	2兆5,585億円
	▲3.3%


（※）全会計ベースでは、減債基金に積立てた償還額も地方債残高に含んでいる。
（※）臨時財政対策債等とは、税や交付税の代替として発行した府債（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）の合計。







５

【用語説明等】

１　【普通会計】とは、地方公共団体における公営事業会計以外の会計で、一般会計のほか、特別会計のうち公営事業会計に係るもの以外のものの純計額。個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているため、財政状況の統一的な掌握及び比較が困難であることから、地方財政状況調査上便宜的に用いられる会計区分。

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	大阪府
（全会計）
	普通会計
	
	一般会計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	特別会計
	
	
	日本万国博覧会記念公園事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	就農支援資金等
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	大阪府営住宅事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	関西国際空港関連事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	不動産調達
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	市町村施設整備資金
公債管理
地方消費税清算
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	母子父子寡婦福祉資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	中小企業振興資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	沿岸漁業改善資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	林業改善資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
公営事業会計
	
	
国民健康保険
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	公営企業会計
	
	法適用
	大阪府中央卸売市場事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	大阪府流域下水道事業
大阪府まちづくり促進事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	法非適用
	港湾整備事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




２　【普通会計上の実質収支】とは、形式収支 (歳入総額から歳出総額を差し引いた額) から翌年度へ繰り越すべき財源(繰越明許費、事故繰越額など)を控除した額である。
　　なお、本府は、平成１０年度から１９年度まで実質収支が赤字（赤字決算）であったが、赤字決算となるのは、予算の段階で歳入に赤字雑入（当該年度中に収入の見込みがなく、翌年度から繰上げて充当している歳入。これを計上していると実質的に収支が均衡していない「赤字予算」である。）を計上しており、決算段階でこれを解消できなかった場合などである。

３　【財政力指数】とは、地方公共団体の財政力(体力)を示す指数であり、指数が高いほど財源に余裕があるものとされている。基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値を過去３か年の平均値で示す指数である。

４　【経常収支比率】とは、経常一般財源（地方税、地方交付税など毎年度連続して経常的に収入され、自由に使用できる財源）が、経常的経費（人件費、扶助費、公債費など団体が行政活動を行うために年々継続し、固定的に支出される経費) にどの程度充当されているかを示す比率であり、この比率が低いほど財政構造に弾力性があることとなる。なお、経常一般財源の収入総額には、平成１３年度から減税補塡債及び臨時財政対策債を、平成１９年度から臨時財政対策債及び減収補塡債（特例分）を、令和２年度から猶予特例債を含むものとされた。　　　　　　　　　　　　
　　　　　経常収支比率 (％) ＝ 経常的経費に充当された一般財源額 ／ 経常一般財源の収入総額　× 100％

５　【臨時財政対策債】とは、地方交付税の財源不足を補うために国と地方が折半して負担し、その地方負担分として発行する赤字債のことである（地方財政法第５条の特例として、建設事業等の投資的経費以外の経費に充当できる）。元利償還に必要な額は、後年度の交付税の基準財政需要額に算入される。

６　【財政調整基金】とは、地方公共団体の年度間の財源の調整を図り、財政の健全な運営に資するための基金である。



６

【参　考】

· 単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差等が一致しない場合がある。

１　一般会計決算見込み 
[image: ]                                                                              　
· 一般会計実質収支の黒字額（決算剰余金）については、大阪府財政運営基本条例第２０条に基づき、財政調整基金に編入する。（令和６年度決算では、１４５億１７百万円）


[image: ]２　府税の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



７



３　社会保障

（１）地方消費税増収分と社会保障関係経費

＜歳入＞　令和６年度における地方消費税の税率引上げによる増収分　　　 １，４１１億７５百万円
　　　　　 （社会保障財源化分の市町村交付金を除く。）

＜歳出＞  令和６年度社会保障関係経費（一般財源ベース）　　　　　 　　６，７４４億３４百万円


（２）社会保障関係経費の内訳　
[image: ]  
(※) 社会保障関係経費は、民生費（ただし、災害救助費を除く。）、衛生費及び教育費（ただし、私立幼稚園等にかかる施設型給付費等負担金、子育て支
援施設等利用給付費負担金、高等教育の修学支援新制度にかかる授業料等減免分のみを計上）から、それらに係る人件費を除いた額としている。


・社会福祉費	障がい者自立支援給付費等負担金の増などにより、増となっている。

・老人福祉費	介護給付費負担金は増となったが、地域医療介護総合確保基金事業費の減などにより、減となっている。

・児童福祉費	施設型給付費等負担金の増などにより、増となっている。

・公衆衛生費	新型コロナウイルス感染症対策費の減などにより、減となっている。

・医　薬　費	医療機関等光熱水費高騰対策支援事業費は減となったが、地域医療介護総合確保基金事業費の増などにより、増となっている。

・教育総務費	施設型給付費等負担金の増などにより、増となっている。
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貸付金(制度融資除く)

制度融資

その他 積立金
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区　　　　　　　　分 令和６年度 (A) 令和５年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C)

増減率 (C)/(B)

歳　 入 　総 　額 　  (a)

3,316,968 3,358,436 ▲ 41,468 ▲ 1.2

歳　 出 　総 　額　   (b)

3,279,987 3,325,569 ▲ 45,582 ▲ 1.4

形 式 収 支   (a)-(b)=(c)

36,981 32,867 4,114 ―

翌年度へ繰越すべき財源(d)

16,710 17,336 ▲ 626 ―

実 質 収 支  (c)-(d)=(e)

20,271 15,531 4,740 ―

（単位：百万円、％）
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（単位：百万円、％）

決 算 見 込 額 構 成 比 増　減　額 増 減 率 決　算　額 構 成 比

1,591,643 48.0 113,508 7.7 1,478,136 44.0

う ち 法 人 二 税

556,163 16.8 47,340 9.3 508,823 15.2

うち地方消費税

486,766 14.7 51,561 11.8 435,205 13.0

194,577 5.9 23,933 14.0 170,644 5.1

367,217 11.1 27,245 8.0 339,972 10.1

〔参考〕地方交付税等

※

386,418 11.7 ▲ 20,238 ▲ 5.0 406,656 12.1

259,818 7.8 ▲ 81,688 ▲ 23.9 341,507 10.2

120,986 3.7 ▲ 20,398 ▲ 14.4 141,384 4.2

うち臨時財政対策債

19,201 0.6 ▲ 47,483 ▲ 71.2 66,684 2.0

うち臨時財政対策債を除く

101,785 3.1 27,085 36.3 74,700 2.2

572,914 17.3 ▲ 111,596 ▲ 16.3 684,509 20.4

うち制度融資預託金返還金

513,230 15.5 ▲ 97,831 ▲ 16.0 611,061 18.2

209,813 6.2 7,529 3.7 202,285 6.0

3,316,968 100.0 ▲ 41,468 ▲ 1.2 3,358,436 100.0

令　和　６　年　度 令　和　５　年　度

府 税

地 方 譲 与 税

区　　　　　　　　分



地 方 交 付 税

歳 入 合 計

国 庫 支 出 金

地 方 債

諸 収 入

そ の 他
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（単位：百万円、％）

決算見込額 構 成 比 増　減　額 増 減 率 決　算　額 構 成 比

1,131,362 34.5 18,366 1.7 1,112,996 33.4

697,191 21.3 39,023 5.9 658,167 19.8

69,225 2.1 ▲ 1,753 ▲ 2.5 70,978 2.1

364,946 11.1 ▲ 18,904 ▲ 4.9 383,850 11.5

202,739 6.2 14,196 7.5 188,543 5.7

105,609 3.2 ▲ 3,596 ▲ 3.3 109,205 3.3

97,130 3.0 17,792 22.4 79,338 2.4

1,945,886 59.3 ▲ 78,144 ▲ 3.9 2,024,030 60.9

1,150,117 35.1 4,939 0.4 1,145,178 34.4

519,536 15.8 ▲ 97,593 ▲ 15.8 617,129 18.6

103,551 3.2 45,534 78.5 58,017 1.8

172,682 5.2 ▲ 31,024 ▲ 15.2 203,706 6.1

3,279,987 100.0 ▲ 45,582 ▲ 1.4 3,325,569 100.0

貸 付 金

積 立 金

そ の 他

歳出合計

補助費等

区 分

令　和　６　年　度 令　和　５　年　度

義務的経費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投資的経費

公共事業費

単独事業費

その他経費
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（単位：百万円、％）

決 算 見 込 額 構 成 比 増　減　額 増 減 率 決　算　額 構 成 比

民 生 費

686,049 20.9 10,495 1.6 675,554 20.3

教 育 費

609,977 18.6 50,395 9.0 559,582 16.8

商 工 費

536,278 16.4 ▲ 124,388 ▲ 18.8 660,667 19.9

警 察 費

282,483 8.6 18,781 7.1 263,702 7.9

土 木 費

191,626 5.8 ▲ 653 ▲ 0.3 192,279 5.8

総 務 費

181,961 5.5 57,573 46.3 124,388 3.7

そ の 他

791,614 24.2 ▲ 57,784 ▲ 6.8 849,398 25.6

歳出合計

3,279,987 100.0 ▲ 45,582 ▲ 1.4 3,325,569 100.0

区 分

令　和　６　年　度 令　和　５　年　度
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区　　　　　　　　分 令和６年度 (A) 令和５年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C) 増減率 (C)/(B)

歳　 入 　総 　額 　  (a)

3,233,368 3,259,273 ▲ 25,905 ▲ 0.8

歳　 出 　総 　額　   (b)

3,208,856 3,233,794 ▲ 24,938 ▲ 0.8

形 式 収 支   (a)-(b)=(c)

24,512 25,479 ▲ 967 ―

翌年度へ繰越すべき財源(d)

9,995 12,187 ▲ 2,192 ―

実 質 収 支  (c)-(d)=(e)

14,517 13,292 1,225 ―

（単位：百万円、％）
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決 算 見 込 額 構 成 比 増　減　額 増 減 率 決　算　額 構 成 比

556,163 34.9 47,340 9.3 508,823 34.4

法人府民税

54,766 3.4 5,680 11.6 49,086 3.3

法人事業税

501,397 31.5 41,660 9.1 459,738 31.1

337,000 21.2 10,126 3.1 326,874 22.1

17,772 1.1 333 1.9 17,439 1.2

3,382 0.2 1,352 66.6 2,030 0.1

486,766 30.6 51,561 11.8 435,205 29.5

38,705 2.4 1,457 3.9 37,248 2.5

12,001 0.8 75 0.6 11,926 0.8

1,414 0.1 ▲ 9 ▲ 0.6 1,423 0.1

47,329 3.0 136 0.3 47,192 3.2

87,776 5.5 614 0.7 87,162 5.9

0 0.0 0 0.0 0 0.0

8 0.0 ▲ 0 ▲ 3.2 8 0.0

3,322 0.2 812 32.3 2,510 0.2

6 0.0 ▲ 290 ▲ 97.8 296 0.0

1,591,643 100.0 113,508 7.7 1,478,136 100.0

府たばこ税

地方消費税

自 動 車 税

宿 泊 税

鉱 区 税

狩 猟 税

府 税 合 計

（単位：百万円、％）

令　　和　　５　　年　　度

旧法による税

ゴルフ場利用税

令　　和　　６　　年　　度

不動産取得税

軽油引取税

個人事業税

法 人 二 税

個人府民税

府民税利子割

区 分
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うち一般財源 うち一般財源 うち一般財源

673,269 625,959 663,939 612,881 9,330 13,078

社会福祉費

236,460 216,573 227,482 207,079 8,978 9,494

老人福祉費

287,295 276,220 293,195 276,186 ▲ 5,901 34

児童福祉費

144,691 130,430 138,430 126,855 6,261 3,575

生活保護費

4,823 2,736 4,832 2,761 ▲ 9 ▲ 25

63,827 30,802 129,630 46,236 ▲ 65,804 ▲ 15,434

公衆衛生費

37,107 23,503 106,132 34,020 ▲ 69,025 ▲ 10,517

精神衛生費

1,346 754 1,517 852 ▲ 172 ▲ 98

環境衛生費

4,228 1,459 6,002 3,160 ▲ 1,774 ▲ 1,701

保健所費

346 336 337 323 9 14

医 薬 費

20,530 4,572 15,375 7,704 5,155 ▲ 3,132

そ の 他

269 177 267 177 2 ▲ 0

19,844 17,673 18,323 16,078 1,521 1,595

教育総務費

19,566 17,396 18,034 15,789 1,532 1,606

大 学 費

278 278 289 289 ▲ 11 ▲ 11

756,939 674,434 811,892 675,195 ▲ 54,953 ▲ 761

うち義務的経費

635,757 605,987 600,855 572,714 34,902 33,273

社会保障関係経費合計

区 分

民 生 費

衛 生 費

教 育 費

令和５年度

決算見込額

令和６年度

決算額

増減

総額
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